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事実の概要

　Ｘは、貸室業等を目的とし、平成 7年、株式
会社から組織変更された資本金 300 万円の有限
会社である。組織変更時、Ａ、その妻Ｂ及びＣ（Ａ
及びＢの子）がＸの取締役に就任し、ＡがＸの代
表取締役に就任した。Ｘの経営（Ａ及びＢの所有
する建物の賃借及び第三者への賃貸）は、主として
Ｂが行っており、Ｃは全く関与していなかった。
①組織変更時に作成されたＸの定款には、Ｘの出
資口が合計 60 口で、うちＡ 30 口、Ｃ 10 口、Ｄ（Ｃ
の妻。以下、ＣとＤを併せて「Ｃら」という。）10 口、
Ｅ（Ａの次女ＦとＹとの子）10 口の出資口をそれ
ぞれ保有する旨の記載があるが、②Ｃ、Ｄ及びＥ
のいずれも、自らの資金を出捐してＸの出資金を
払い込むことはなかった。③Ｘには株主名簿が存
在しないが、法人税申告書等の書類上は、一貫し
てＡ、Ｃ、Ｄ及びＥがＸの株主である旨が記載さ
れてきており、Ｃ、Ｄ及びＥは、いずれも、Ｂ又
はＡからＸの株主である旨を聞かされ、Ｂは、税
務署からの問合せに対しても、ＣらがＸの株主で
ある旨を回答していた。④Ｙもまた、Ａ、Ｃ、Ｄ
及びＥをＸの株主として扱ってきた。
　⑤Ｘの定款には取締役報酬に関する定めがない
が、⑥Ｘにおいては、平成 27 年に至るまで株主
総会が開催されたことがなく、⑦Ｃ、Ｄ及びＥの
いずれもＸの株主権（社員権）を行使したことの
ないまま、⑧Ａに対して、年額 720～980 万円の
取締役報酬が支給されてきたが、支給手続の欠缺
につき、これまでＸの株主から異議が出されな
かった。
　⑨Ｙは、平成 13 年、Ｂの依頼でその手伝いを

始め、Ａが平成 14 年、Ｘの取締役を辞任すると、
Ａ及びＢの了解を得て、ＹがＡに代わってＸの取
締役及び代表取締役に就任した。⑩Ｙは、Ｘの取
締役を解任されるまで、実際にＸの事業の遂行に
携わった。⑪Ｙは、Ｘの代表取締役就任後、Ｘから、
平成 14 年 5 月から平成 20 年 8 月までは月額 70
万円の、同年 9月から平成 27 年 7 月までは月額
50 万円の取締役報酬（合計 9,470 万円。以下「本
件報酬」という。）を受領したが、Ｙに対する本件
報酬の支給に係る株主総会決議はなかった。ただ
し、⑫Ｙは、平成 14 年 4 月頃、Ａの辞任とＹの
代表取締役への就任を内容とする社員総会議事録
の作成を司法書士に依頼し、同年 7月、Ｘにお
ける取締役報酬の総額を年額 720 万円以内から
年額 840 万円以内に増額する内容の社員総会議
事録（以下「本件議事録」という。）を自ら作成した。
そして、Ｙは、Ｂに対し、本件議事録への押印を
依頼し、Ｂを通じてＣ名下の押印も得たものの、
Ｃらの意向を自ら確認しなかった。⑬Ｃらは、Ａ
がＸの取締役を辞任し、代わってＹがＸの代表取
締役に就任すること、それによりＹがＸから取締
役報酬を受領することを認識したが、その金額は
知らず、本件議事録を見たことも、これに押印し
たこともなかった。
　⑭平成 19 年 6 月に一部建物の売却によりＸの
賃料収入が減少したため、Ｙは平成 20 年 9 月以
降、自己の取締役報酬を月額 50 万円に減額した。
　⑮平成20年のＡの死亡による相続開始により、
ＣらはＹが当時Ｘから月額 70 万円の取締役報酬
を受領していることを知り、またＡの相続やＢの
後見開始手続等をめぐって紛争が生じ、Ｃを始め
とするＡの相続人は、平成 22 年、Ｙ及びＦを相
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手方として共同不法行為に基づく損害賠償を求め
る別訴を提起した。
　⑯Ｙは、平成 27 年 7月 31 日、平成 14 年 4月
から平成 27 年 7 月に至るまで株主総会を開催せ
ず、また株主総会決議を経ずに本件報酬を受領
したことを理由にＸの取締役を解任され、同年 8
月 14 日、ＣがＸの代表取締役に就任した。Ｘは、
平成 28 年 3 月 31 日、Ｙによる本件報酬の受領
を理由として、会社法 423 条 1 項に基づき、Ｙ
が受領した本件報酬のうち平成 18 年 3 月から平
成27年7月までの間に係る部分である合計6,250
万円及びこれに対する遅延損害金の支払いを求め
る本件訴えを提起した。

判決の要旨

　請求棄却（控訴）。
　１　Ｘの株主総会決議に代わる全株主の同意の
　　　有無（判旨 1）
　「Ｘの実質的な株主はＢ又はＢとＡのみであり、
ＢとＡが本件報酬の支給に同意していた」とのＹ
の主張につき、裁判所は、事実①～④より、「Ｘ
の株主は、Ｘの定款記載のとおりＡ、Ｃ、Ｄ及び
Ｅであると認めるのが相当である。……したがっ
て、ＢとＡの同意のみをもってＸの全株主の同意
があったと認めることはできない」とし、また「Ｃ
らは、Ｂ又はＡに対して自己の株主権の行使を全
面的に委任していた」とのＹの主張には、事実⑥
及び⑦を認めつつ、「そのことをもってＣらがＢ
又はＡに対して自己の株主権の行使を全面的に委
任していたと認めることはでき」ないとした。さ
らに、「ＣらはＹに対する本件報酬の支給につい
て明示又は黙示に同意していた」とのＹの主張に
つき、事実⑬より、「Ｃらが、Ｙに対する本件報
酬の支給に同意したと認めることはできない」と
し、また「Ｃらは、平成 21 年 2 月頃、Ｙの取締
役報酬が月額 70 万円であることを知ったと認め
られるものの、この頃には、ＣらとＹらとの間で
Ａの相続等を巡る紛争が生じていたと考えられる
ことからすると、Ｃらが、この頃、Ｙに対する本
件報酬の支給に同意したと認めることもできな
い」として、「Ｙに対する本件報酬の支給につき、
Ｘの株主総会決議に代わる全株主の同意があった
と認めることはできない」と判示した。
　２　本件訴えが権利の濫用として許されないか

　　　（判旨 2）
　裁判所はＹの損害賠償責任につき、事実⑫よ
り、「本件報酬の受領に係るＣらの意向を自ら確
認することを怠ったというべきであるところ、Ｙ
において、その当時、Ｃらの意向を確認すること
が困難であったことをうかがわせる事情もない以
上、Ｙが本件報酬の支給に係るＸの全株主の同意
があったと過失なく信じたと認めることもできな
い」として、「Ｙは、Ｘの株主総会決議を経ずに
本件報酬を受領したことについて、Ｘに対し、会
社法 423 条 1 項に基づく損害賠償責任を負うこ
とは否定し難い」と判示した。
　しかしながら、ＣらがＸの経営に全く関与して
いなかったこと、事実⑧のほか、Ｙへの報酬の支
給についても、Ｃらが「長らくの間、これに異議
を述べることはなく、ＹがＸの株主総会決議を経
ずに取締役報酬を受領していることを明確な形で
問題にし、そのことを理由としてＹをＸの取締役
から解任したのは、Ｙに対する本件報酬の支給が
開始されてから 13 年もの期間が経過した平成 27
年 7 月であった」こと、事実⑩及び⑭に基づき、
ＹがＸの業務を実際に執行していたこと、Ｘの業
績もそれなりに上がっており、また業績下降に伴
い自らの報酬を減額したことなどから、「Ｙに対
し、なお取締役報酬を不支給とすべき合理的な理
由があるということもできない」と判示し、結論
として、「ＸがＹに対して本件報酬に係る損害賠
償を請求することは、信義則に反し、権利の濫用
として許されないというべきである」とした。

判例の解説

　一　はじめに
　本件は、特例有限会社１）の前代表取締役が、
株主総会決議無くして取締役報酬を受領したこと
に任務懈怠があるとして、会社法 423 条 1 項に
基づき、当該会社から損害賠償請求を受けたが、
かかる請求が権利の濫用に当たるとして排斥され
た事案である。本件に類似の事案として、最判平
21・12・18（集民 232 号 803 頁）があるが、これ
はいったん支給された退職慰労金の不当利得返還
請求の事案であるのに対し、本件は前任者の代か
ら継続的に支給されてきた取締役報酬につき、後
任者の支給分の一部（直近 10 年分）のみを対象に、
しかも受領した取締役に対する損害賠償責任の追
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及として請求された点に相違が見られる。

　二　取締役の報酬規制
　指名委員会等設置会社以外の株式会社の取締役
が受ける報酬等については、定款又は株主総会
決議によってその額を定めない限り（会社法 361
条 1 項）、具体的な請求権とならず、取締役は会
社に対して請求できない。これはいわゆる「お手
盛り」の弊害を防止するため、株主の自治的判断
に委ねたものとするのが多数説２）・判例（最判昭
60・3・26 判時 1159 号 150 頁、最判平 15・2・21
金判 1180 号 29 頁）である。このように会社及び
株主保護のため法が特に規定を設けたものと解す
る説（政策規定説）に対し、取締役の報酬につい
ては株主総会が本来的に決定権限を有するとする
説（当然説）も主張されている３）。いずれにせよ
法定の手続を欠いて支給された取締役報酬につい
ては、不当利得として返還請求の対象となる。
　取締役の報酬については、一方で高額報酬の相
当性が問題となるが、他方において中小規模の会
社では、報酬の一方的な減額や不支給がむしろ問
題であり、さらにそのような会社にあっては、そ
もそも報酬決定にかかる法定の手続（定款規定や
株主総会決議）が履践されず、それを理由として
報酬支給の効力又は不払いの是非について紛争を
生ずるという実態が存する。

　三　定款の規定又は株主総会決議を欠く
　　　報酬支給の効力
　前掲平成 15 年最判は、定款規定や株主総会決
議がなくとも、株主全員の同意があれば、取締役
による報酬請求が認められるとし、通説もこれを
支持する４）。株主全員の同意につき、従来の下級
審裁判例はこれを厳格に解するのではなく、実質
的な同意が認められれば良いとする傾向があると
されるが５）、具体的にどのような同意が存すれば
足りるかは必ずしも明確ではない。
　この点本判決は株主全員の同意を否定するが、
不同意のＣらについては、出資の実体が存しない
ことが認定されている。Ａ又はＢにより他人名義
（Ｃらの名義）を用いて出資がされたと考えられる
が、本判決は出資者を具体的に認定していないも
のの、Ｙを含め会社が一貫して株主として取り
扱ってきたことを理由に、名義人であるＣらが株
主であるとする６）。

　また、東京地判平 25・8・5（金判 1437 号 54 頁）
は、少数株主が株主総会の不開催に異議も述べず
経営に関心のない者で実質的な株主とはいえず、
かつ株主総会を開催することなく一定の役員報
酬が支払われていたことを認識し、許容していた
として、実質的に株主全員の同意があったものと
同視する。さらに、東京地判平 27・5・25（LEX/
DB25530221）は株主総会の決議事項の全てが株
主の一人の意思によって決定され、他の株主は、
株主総会の不開催にも異議を述べず、経営に関心
を持たない株主であり、株主総会の決議事項の決
定を委ねていたと認定する。学説にも取締役への
報酬支払いの決定が実質的に会社及び株主の利益
を害しない場合には、信義則上株主総会決議の欠
缺を理由として報酬の支払いを拒むことができな
いと解するものがある７）。本件におけるＹの主張
はこれら裁判例や学説に沿ったものと考えられる
が、本判決はこれらを全て認めなかった。

　四　本判決の検討―─損害賠償請求と権利の
　　　濫用
　本件においては、ＸはＹに対する損害賠償請求
のみ主張し、不当利得返還請求については何ら主
張していない。裁判所もこれに沿うかたちで、報
酬の受領を違法としてＹの任務懈怠責任の成立を
認めつつ、損害賠償請求については信義則違反に
基づく権利濫用としてかかる請求を排斥する点に
本判決の特徴がある。
　しかしながら、Ｙの損害賠償責任については、
現に業務執行が行われている以上その対価として
の報酬は会社が当然に負うべき負担であり、これ
を会社の損害とすることには疑問がある。また報
酬の支給ではなくその受領につきＹの任務懈怠を
認定した点にも違和感がある。本来であれば支給
者の責任が問題とされるべきであろう８）。受領者
であると同時に支給者でもあるＹについては実質
的に問題とはならないが、株主総会の不開催も取
締役報酬の支給も、一人Ｙのみの責任とはいえな
い。Ａの在任時から手続の不遵守という実態は存
在し、またＣもＹの在職時にすでに取締役であっ
たから、Ｙ以外の取締役の責任を不問としつつＹ
のみの責任を問うことは妥当ではないであろう。
　また本判決は、権利濫用の根拠として、Ｙにお
いて業務執行の実体があったこと、また業績に応
じて報酬額を減額していることから、不支給につ
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いて合理性を欠くとする。Ｙの取締役在任中の功
績を勘案して報酬支給の合理性を判断している点
は、前掲平成 21 年最判がいう、不支給とすべき
合理的な理由があるなどの「特段の事情」に倣っ
たと考えられるが、これはＹが受けるべき報酬額
について具体的に検討し、その相当性について積
極的に判断するものではないであろう９）。
　以上より本判決は、前掲平成 15 年最判の枠組
みを崩しておらず、かつ株主全員の同意を厳格に
要求する点で、これまでの裁判例の流れに沿いつ
つ、かつ前掲平成 21 年最判の枠組みを踏襲して、
Ｙの救済を図ったものと評価できる。いったん支
給された取締役報酬につき、権利濫用を理由とす
る損害賠償請求（ないし返還請求）の排斥は、一
般条項を根拠とする点で慎重意見もある 10）。本
判決の結論は妥当というべきであるが、その理由
付けには疑問が残る。仮に報酬が支給されず、Ｙ
がこれを求めた場合、株主全員の同意もない以上、
具体的に報酬を請求できないことになりそうであ
るが、業務執行の実体があり、一応の業績も上がっ
ているにもかかわらず、株主の合意がないからと
いって何ら報酬が支払われないとするのは取締役
にとって酷といえよう。本件では株主全員の同意
を認めて報酬支給自体を適法とすべきであったと
思われるが、取締役報酬を原則有償とし 11）、定
款規定や株主総会決議がなくとも取締役は相当な
報酬を請求できると解すべきではなかろうか 12）。
報酬規制の趣旨を「お手盛り」防止に求めるので
はなく、業務執行としての対価としての報酬の相
当性確保が目指されるべきであろう。

●――注
１）特例有限会社は、会社法上の株式会社として存続する
ものとされているが（整備法 2条 1 項）、会社法施行前
の有限会社の取締役の損害賠償責任については従前の例
によるものとされ（同法 25 条）、したがって会社法 423
条 1 項ではなく有限会社法 30 条の 2第 1 項 3 号が適用
されることとなる。また取締役の報酬については、平成
17 年改正前商法 269 条が準用されていることから（有
限会社法 32 条）、取締役に対する報酬の支払いについ
て定款の規定又は株主総会決議を要する点では、会社法
361 条と変わらない。

２）江頭憲治郎『株式会社法〔第 7版〕』（有斐閣、2017 年）
451 頁。

３）酒巻俊雄「判批」金判 113 号（1968 年）4頁。神田秀樹『会
社法〔第 21 版〕』（弘文堂、2019 年）237 頁は、取締役
報酬が選任条件の 1つであることを理由とする。

４）落合誠一編『会社法コンメンタール (8)』（商事法務、
2009 年）193 頁［田中亘］。

５）東京地方裁判所商事研究会編『類型別会社訴訟Ⅰ〔第
3版〕』（判例タイムズ社、2011 年）100 頁。

６）他人名義での株式引受については、実際に払込みない
し申込みをした者が引受人となると解されているが（い
わゆる実質説）、出資者が名義人に代わって払込義務を
履行したとして、名義人を株主と認定した下級審裁判例
（東京地判昭 57・3・30 判タ 471 号 220 頁、札幌地判平
9・11・6判タ 1011 号 240 頁など）がある。

７）田中・前掲注４）194～195 頁。
８）東京地判平 30・3・28LEX/DB25552578 は、株主総会
決議も株主全員の同意もなく支払われた取締役及び監査
役の報酬に関し、代表取締役については法定の手続（会
社法 361 条・387 条）を欠いて当該報酬を支給したこと、
監査役については代表取締役による法令・定款違反の監
査役報酬の支給を取締役会に報告しなかったこと（同法
382 条違反）をそれぞれ認定し、両者の損害賠償責任を
肯定している。

９）上述のように、取締役の報酬決定については、あくま
で株主の自主的な判断にこれを委ねるとするのが判例の
一貫した立場であり、下級審裁判例においても、東京地
判平 19・6・14 金判 1271 号 53 頁は、具体的な報酬額
の相当性について裁判所がこれを判断することは我が国
法制度の予定しているところではないとする。

10）竹内行夫裁判官の反対意見参照。同判決を取締役の保
護に傾いたものとの見解もあるが（弥永真生「判批」ジュ
リ 1393 号（2010 年）37 頁）、特殊な事案にかかるもので、
事例判決の 1つとして捉えるべきように思われる（菊田
秀雄「判批」金判 1356 号（2011 年）5 頁）。本判決に
ついても同様に考えるべきであろう。

11）なお平成 29 年の民法（債権法）改正では、委任契約
の無償性の原則を定めた民法 648 条 1項の見直しが検討
されていたものの、改正に至らなかった。少なくとも商
事委任である会社と取締役間の任用契約については有償
性を原則とすべきとする（商法に委任の報酬に関する特
則規定を設ける）ことも検討されるべきではないかと思
われる。

12）取締役の報酬を原則有償とし、任用契約の締結をもっ
て当然に抽象的な報酬請求権が発生し、定款又は総会決
議によって報酬額が定められないときには、会社に対し
て定款規定もしくは総会決議を求め、又は損害賠償請
求をなしうると解する見解（酒巻・前掲注３）3～4頁）
のほか、相当な報酬すら支給しないとする総会決議は、
規制の趣旨を逸脱し権利の濫用であって、取締役は相当
な範囲で抽象的報酬請求権に基づき、会社に対して賠償
請求できるとする見解（川島いづみ「取締役報酬の減額、
無償化、不支給をめぐる問題」判タ 772 号（1992 年）
81 頁）などが主張されている。
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